
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 TGP

1 事業の成果

妊活支援と包括的性教育 (プ レコンセプションケア)の活動を中心に事業を実施した。

・オンラインサロンによる情報提供事業として、不妊治療中の方の交流会の開催による心のケアと専門

家による妊活講座、医師との対談などを開催した。それにより不妊治療中の不安や孤独感の払拭、ス トレ

スの緩和、知識の向上などにつながった。

・包括的性教育 (プ レコンセプションケア)事業として、企業やイベントでの研修や講演会を行い、社会

全体としての知識の向上を促す内容にした。それにより、知らなかった困りごとを知る機会を創出し、基

礎知識の向上につながった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【3548】 千円)

足欣 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

ξ禁薯
範囲

受企
対象者
人数

事業費
(千円)

プレコンセプ
ションケアに

異
わる教育事 妊活研究会
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月
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ン
3名

不妊治療
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80名 2365  千

円

地域や学校で
の講演会や見
学会の開催に
よる保健教育
事業

研修
△

=

2023.4～

2024,3
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オンライ
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企業従事
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円



書式第13号 (法第28条関係)

令 知 5生 産  活 動 計 菫
=イ

子 の 4L事業 が か い 場 合 ヽ

事業報告用

正会員受取会費

費助会員受取会費

●314.

1,39■ .250

4".
481,000受取寄附金

施設苺受入評価益

受取補助金

研修会事業収益
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和5 年度 貸借対照表

事業報告用

特定非営利活動法人 TCP

科 目 金  額 小計・合計

1,351,133

62,950

30,522

1.■4.605

1,444,605

241,579

241.579

241.579

(2)無影固定資産

(3)投資その他の資産

A の

1 流動資産

現金預金

未収金

仮払金

(1)有移固定責産

車両運搬具

什器備品

資産合計 ・・・

2 固定資産

1,686.184【A】 資 産 合 計 ①+②

208,724

13,362

222,086

222,086

222.086

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

2,934,635

-1,470,537

1.464,098

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計

1.686,104【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

未払金

預 り金

日□目]
2 「

¬
し」

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額



書式第 16号 (法第 28条関係)

令和5年度  計算書類の注配 事業報告用

特定非営利活動法人TGP

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人箸計基準 2ヽ010牢′月20日  20r′ 午 12月 12● 最終改正NPO,人 安計基準協議却 によつ

ています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当ありません。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
ただし、平成28年4月 1日 以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

(3)引 当金の計上基準
該当ありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

3役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。
(単位 :円 )

科 目 計竺暮類 に計 上され た金額 内、役 員 との取 引 内、折親者及び支配法 人 との取引

未払金 208.724 183.724

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 期末帳憚価額

有形固定賢産

什器備品

合計

0 414,135 0 414,135 172,556 241,579

414,135 414,135 172,556 241,579

阪面藤疎丁司



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和5  年産 財産 目録

事業報告用

特定非8利活●浅人 T"
単位 :円

科 目 全  ● 小  計 合  計

【西
「

~賣 ~産
の

“

42,328

815

1,307,990

62.960

30.522

1.“4.α応

241,579

24:.579

【A】 責 産 合 計 ①+② !.686.184

B-1 ■ ■ の

1

未払金

役員

講演会開催事業未払金

預り金

源泉徴収税

・・・③
2 日

183,724

25,000

13,362

222,080

【0-1】 負 債 合 計 ③+④ 222.“6

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 1.464.098

仮払金

交通費前払金

現金預金

手元易金

みずほ銀行

Paray銀行

未収金

令和5年度会費

(2)

(3)

車両運搬具

(1)

什器備品

パソコン

壼● ● 合 || ・ ・ ・ C

:17]]



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (■事業年度において役■であつたことがある全員の氏名ユび住所又は層籠菫

びにこれらの奢についての前●彙年度における●日の有彙を,日 した名菫)

特定非営利活動法人TCP

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

」各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 理 事

ヒガシオリコ 和4年4月 1日

令和5年 3月 31日
報酬な し

東尾理子

2 理 事

モリヒトミ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

報酬なし
森瞳

3 理 事

サ トウコウキ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

報酬な し

佐藤高輝

4 理事

3 r*rt3-, a 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

報酬なし

吉岡優子

5 監事

フジノオリエ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日
報酬なし

藤野織絵

6 理 事

タカハシナナセ
令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日
報酬な し

高格七瀬

7 理事

イマイサイコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日
報酬なし

今井彩子

8 理 事

ヨシダアツコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日 報酬なし
吉田敦子

9 理 事

スミヨシシノプ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

報酬なし

住吉忍

10 理 事

コマツバラチア

キ
令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

報酬な し

小松原千暁



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立 口事業報告用

*e,efr <+tl, i B 1 o LDJLadaa*)

特定非営利活動法 TCP

氏   名

1

森 瞳

2

石田理子

3

佐藤高輝

4

藤野繊絵

5

小松原 子暁

6

今井 さいこ

7

朝岡 ひろみ

8

住吉 忍

9

吉田敦子   

10

井上智子

11

12




